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平成２４年１０月２３日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成２１年(ワ)第１５３４３号 不正競争行為差止等請求事件 

口頭弁論終結日 平成２４年７月９日  

判       決 

原       告   株式会社Ｅｌ Ｄｏｒａｄｏ�

同訴訟代理人弁護士   波 多 野       進 �

同           冨   宅       恵 �

被       告   株 式 会 社 Ｄ ａ ｚ ｚ ｙ�

同訴訟代理人弁護士   永   井   浩 一 郎�

 �

主       文 

１ 原告の請求を棄却する。�

２ 訴訟費用は原告の負担とする。�

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

被告は，原告に対し，１６７７万５０００円及びこれに対する平成２１年１

０月１１日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要 

   本件は，別紙原告商品目録記載のカラーコンタクトレンズ（以下，項番ごと

に「原告商品１」などといい，総称して「原告商品」という。）を販売する原告

が，被告に対し，別紙イ号商品目録記載１～３（以下，項番ごとに「イ号商品

１」などといい，総称して「イ号商品」という。），別紙ロ号商品目録記載１～

６（前同），及び別紙ハ号商品目録１，２（前同。また，イ号商品，ロ号商品及

びハ号商品を総称して「被告商品」という。）を輸入，販売する行為について，

主位的には不正競争防止法２条１項３号の不正競争，予備的には同項１号の不

正競争に該当する旨主張して，同法４条に基づき，損害賠償金１６７７万５０
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００円及びこれに対する不法行為の後の日である平成２１年１０月１１日から

支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金の支払を求める事案で

ある。�

１ 判断の基礎となる事実�

以下の事実については，当事者間に争いがないか，掲記の各証拠又は弁論の

全趣旨より認められる。 

��� 当事者 

   ア 原告は，カラーコンタクトレンズの販売等を目的とする会社である。 

   イ 被告は，インターネット上のホームページ・携帯電話用サイトなどに

おいて，「Ｄａｚｚｙ Ｓｔｏｒｅ」なる表示を使用してカラーコンタ

クトレンズ等を販売する会社である。 

��� 原告商品の販売�

 ア 原告は，以下の時期に原告商品の販売を開始した。�

① 原告商品１～３  平成２０年１０月１４日（甲９８）�

② 原告商品４，５  平成２０年１２月４日（甲９９）�

③ 原告商品６    平成２１年２月１４日（甲１００）�

④ 原告商品７    平成２１年７月６日（甲１０１）�

   イ 原告商品は，いずれも韓国のＧ＆Ｇ社で製造され，原告はこれを輸入

し，販売している。�

��� 被告の行為�

ア 被告は，以下の時期に被告商品の販売を開始した。なお，被告商品は，

現在はいずれも販売されていない。�

① イ号商品 平成２１年９月２日�

（甲８～１３，３５～３８，４０～４３）�

② ロ号商品 平成２１年９月２日�

（甲８～１３，３５～３８，４０～４３）�
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③ ハ号商品 遅くとも平成２１年６月１０日�

（甲１７）�

   イ 被告商品のうちイ号商品及びロ号商品は，韓国のベルモア社が製造する

商品であり，被告は，インタービア社を通じてこれを輸入し，販売して

いた（乙３９～４１）。      

 ２ 争点 

  (1) 不正競争防止法２条１項３号該当を理由とする請求（争点１） 

ア 原告の請求主体性               争点１－１  �

   イ イ号商品，ロ号商品について�

(ア) 商品形態の実質的同一性          争点１－２－１ 

    (イ) 依拠性                  争点１－２－２ 

   ウ ハ号商品について  

    (ア) 依拠性                  争点１－３－１ 

�イ� ハ号商品の販売に関するＧ＆Ｇ社の許諾の有無 争点１－３－２�

  (2) 不正競争防止法２条１項１号該当を理由とする請求（争点２） 

   ア 原告商品の商品形態の周知商品等表示該当性   争点２－１ 

   イ 商品形態の類似性               争点２－２ 

   ウ 被告商品の輸入販売は，原告商品と混同を生じさせる行為といえるか。 

争点２－３ 

 エ 被告は，原告の商品形態が需要者の間に広く認識される前から，被告

商品の商品形態を不正の目的でなく使用していたか。 

争点２－４ 

(3) 原告の損害（争点３）    

第３ 争点に関する当事者の主張 

１ 争点１（不正競争防止法２条１項３号該当を理由とする請求）について 

(1) 争点１－１（原告の請求主体性）について 
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  【原告の主張】 

   原告は，原告商品の開発者，又は開発者であるＧ＆Ｇ社から日本国内に

おける独占的販売権を与えられた者として，不正競争防止法２条１項３号

の不正競争該当を理由とする請求の主体である。 

ア 原告は原告商品の開発者であること  

  原告は，韓国のＧ＆Ｇ社に対して，原告商品の虹彩直径の長さ，虹彩

径の縁取りの濃淡，色を指示すると共に，独占販売権の付与，月間購入

数，代金等についても指示していた（甲１２０，１２１，１２６，１２

９）。これらは，カラコンの売れ行きを左右する要素である。 

原告商品は，これらの指示に基づいて製造されていることから，原告

商品の開発主体は飽くまでも原告である。 

なお，原告は，開発費用を直接負担していないが，原告商品について

は，原告が，定期的に一定数量を購入すると共に，その単価もＧ＆Ｇ社

の他の製品よりも高価に設定されており，これらによって，原告が開発

費用を負担しているといえる。 

イ 原告は原告商品の独占販売権を有すること 

(ア) 原告及びＧ＆Ｇ社の間では，遅くとも平成２０年８月，Ｇ＆Ｇ社

は原告に対し，日本全国において原告商品を販売する権限を付与し，

他の者に与えないとする独占契約が成立していた（甲１２５）。原告

及びＧ＆Ｇ社の間では，これを前提として，原告がＧ＆Ｇ社から購入

する最低個数について交渉が行われている（甲１２０，１２１）。 

(イ) 被告は，Ｇ＆Ｇ社とピア社との独占販売契約（乙４。以下「乙４

契約」という。）の存在を指摘するが，乙４契約の対象は，Ｇ＆Ｇ社

がデザインから製造までを行ったカラーコンタクトレンズを指す。 

一方，原告商品は，原告の詳細な指示に基づいて開発されたいわば

ＯＥＭ商品であるところ（甲１２６，１２９），Ｇ＆Ｇ社は，原告以
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外に販売権を設定できるものではなく，実際にピア社やＤｕｅｂａ社

に販売したことはない。 

   【被告の主張】 

   ア 原告商品の開発者について 

(ア) 原告商品には，他のカラーコンタクトレンズと比較して特徴がな

いこと 

   ａ 原告商品の模様，着色，虹彩径の大きさは，いずれも従来一般に

販売されている商品と何ら変わっているとはいえない。 

     原告商品の虹彩径は１４．０ｍｍ，１４．５ｍｍとされていると

ころ（甲１２０，１２１），この大きさのカラーコンタクトレンズ

は，他にも販売されており（乙１・８枚目，乙２），虹彩径が１４．

８ｍｍのものも発売されていた（乙１・１１枚目）。 

原告は，原告商品の虹彩径（着色直径）が従来品よりも大きい点

（１５．５ｍｍ）に特徴があると主張するが，この点は否認する。 

仮に原告商品の虹彩径が１５．５ｍｍであったとしても，原告商品

の虹彩径は，測り方によっては１４．０ｍｍにもなり，１ｍｍ程度

の違いは容易に生じることから，従来品よりも大きいとされている

ことをもって，大きな特徴であるとはいえない。また，カラーコン

タクトレンズの構成要素として重要なのは模様及び色であって，こ

の点が従来品と変わらない以上，異なる特徴を有する商品とはいえ

ない。 

   ｂ また，具体的にみても，原告が原告商品を販売する以前から，原

告商品と類似する商品が存在する。 

(a) 原告商品は，平成１９年頃のＧ＆Ｇ社のカタログ（乙１）の商

品と同一である。 

      (b) 原告商品１～３は，Ｄｕｅｂａ社の商品と同一である（乙２）。 
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      (c) 原告商品４，６，７は，ＢＥＳＣＯＮ社の商品と同一である（乙

３）。 

(d) 原告商品は，平成２０年７月１０日付け共同通信社記事にのっ

たカラーコンタクトレンズに類似している（乙４２）。 

  ｃ 以上のとおり，原告商品には，他のカラーコンタクトレンズと比

較して特徴がなく，原告商品の形態は新たに開発されたものとはい

えない。 

(イ) 原告商品の開発者はＧ＆Ｇ社であること 

原告商品の形態が新たに開発されたものであるとしても，原告商品

の開発者はＧ＆Ｇ社で，原告は，Ｇ＆Ｇ社が開発した商品を買い受け

たにすぎない。 

原告が指示したと主張する内容は，デザイン等の指示も抽象的なも

のにとどまり，発注内容を伝えているだけである。また，原告は，開

発費用を実質的に負担したとも認められない（甲１２０，１２１）。 

したがって，原告は，原告商品の開発者とは認められない。 

イ 原告商品の販売権者について  

(ア) Ｇ＆Ｇ社は，平成１７年から，ピア社に対し，Ｇ＆Ｇ社商品の日

本国内での独占販売権を与える契約を結んでおり（乙４），ピア社は，

同年から，Ｇ＆Ｇ社商品を輸入している（乙５～７）。そして，Ｇ＆

Ｇ社が開発した原告商品はこの契約の対象に含まれる。 

 したがって，原告は，原告商品について，日本国内での独占的販売

権を有しない。 

(イ) なお，仮に原告が原告商品の日本国内での独占的販売権者であっ

たとしても，原告は，商品の形態に強い利害関係を有するものではな

く，不正競争防止法２条１項３号で保護されない。   

(2) 争点１－２（イ号商品，ロ号商品について） 
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   ア 争点１－２－１（実質的同一性）について 

    【原告の主張】 

    (ア) カラーコンタクトレンズの商品形態  

      一般的に，カラーコンタクトレンズの形態はいずれも略椀状であり，

それ自体が商品選択の根拠となることはない。 

      一方，レンズの直径，虹彩径，瞳孔径，虹彩模様（瞳孔径と虹彩径

との間に施された模様をいう。以下同じ。），虹彩外径の模様，虹彩色

（瞳孔径と虹彩径との間の背景色をいう。以下同じ。）については，

若い女性の購買心を喚起し，商品選択における要素となる。各社は，

目をより大きく輝きをもったものに見えるようにするため，上記の点

について創意工夫を行っている（甲５０～５４）。  

    (イ) 原告商品の形態について 

      原告商品の形態は，別紙原告商品目録記載のとおりであるところ，

以下の形態を有する。 

     ａ 原告商品１～７に共通する形態 

① レンズ直径（平面状の場合）は１７ｍｍ。 

② 虹彩径（平面状の場合）は１５．５ｍｍ。なお，一般的なコン

タクトレンズの虹彩径は１３ｍｍ弱で大きくても１４ｍｍ程度

である。 

③ 虹彩外径から瞳孔径方向に幅３ｍｍの縁取り（以下「黒色帯」

という。）がある。 

 ｂ 原告商品１～３の形態 

      ④ 黒色帯の内径を起点として，瞳孔径方向に，黒色と背景より濃

い色の線模様を，それぞれほぼ交互に逆放射状に配置。 

      ⑤ 虹彩色については，原告商品１は薄い茶色，原告商品２は薄い

灰色，原告商品３は薄い青色である。 
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     ｃ 原告商品４，６，７の形態 

⑥ 瞳孔径を起点として虹彩径方向に黒色ドットを均等かつ放射

状に着色 

⑦ 黒色帯の内径を起点として，瞳孔径方向に，略三角状の模様が

等間隔で配置され，その各間隔には，線様の柄が配置されている。 

⑧ 虹彩色については，原告商品４は茶色，原告商品６は灰色，原

告商品７は青色である。 

     ｄ 原告商品５の形態 

⑨ 黒色帯の内径を起点として，瞳孔径方向に，略三角形状及び線

様の模様が法則性をもたずに配されている。 

    (ウ) イ号商品及びロ号商品の形態 

      イ号商品及びロ号商品の形態は，別紙イ号商品目録，別紙ロ号商品

目録記載のとおりである。 

 イ号商品及びロ号商品の虹彩径（平面状の場合）は，いずれも１５．

５ｍｍである。なお，被告は，イ号商品及びロ号商品の虹彩径が１５．

７ｍｍと称するが（甲８～１３，３５～３８，４０～４３），事実に反

する。 

    (エ) 実質的同一性について 

  ａ イ号商品１は原告商品１，イ号商品２は原告商品２，イ号商品３

は原告商品３とそれぞれ全く同一又は実質的に同一である。�

  また，ロ号商品１は原告商品４，ロ号商品２は原告商品５，ロ号商

品３は原告商品６，ロ号商品４は原告商品７とそれぞれ全く同一又は

実質的に同一である。�

さらに，ロ号商品５は，原告商品４，６，７，ロ号商品６は，原告

商品４，６，７と実質的に同一である。�

ｂ なお，不正競争防止法上の商品形態は，需要者が通常の用法に従っ
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た使用に際して知覚によって認識することができる商品の外部及び

内部の形状並びにその形状に結合した模様，色彩，光沢，及び質感を

いうのであり（同法２条４項），商品形態の同一又は実質的同一の判

断は，拡大鏡，拡大写真等を用いて取引される習慣がある場合には格

別，実寸大の商品を肉眼でもって行うものである。�

  したがって，原告商品，イ号商品及びロ号商品の形態を拡大したも

のに基づき，実質的同一性がないと主張する被告の主張は，失当であ

る。�

    【被告の主張】 

    (ア) 原告の主張について 

      上記【原告の主張】のうち，(イ)は不知，(ウ)のうちイ号商品及び

ロ号商品の虹彩径についての主張及び(エ)は否認ないし争う。 

なお，原告は，イ号商品及びロ号商品の虹彩径を１５．７ｍｍとす

るのは事実に反すると主張するが，これは測り方の違いによるもので

あり，一概に事実に反するといえるものではない。 

 (イ) 実質的同一性について 

      イ号商品及びロ号商品と原告商品との間には，写真撮影した場合の

ような完全な同一性はなく，このようなレベルでの同一性を問題にす

るのであれば，両者の間に実質的同一性はない。 

  イ 争点１－２－２（依拠性）について 

    【原告の主張】 

イ号商品及びロ号商品は，原告商品に依拠して製造されたものである。

このことは，以下の事情から明らかである。 

(ア) 原告商品が特徴的であること 

     原告商品は，虹彩径の大きさ，虹彩模様，虹彩色において特徴的で

あるところ，イ号商品及びロ号商品は，原告商品と実質的に同一であ
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る。 

   (イ) 原告商品についてのアクセス及びアクセス可能性 

    ａ 原告からの商品購入 

      被告は，平成２１年１月ないし同年５月，原告から原告商品４，５

を購入していた（甲４５～４９）。被告は，上記購入に伴い，自身の

ホームページ上において，原告商品の広告を行っていた（甲８～１２

参照）。�

ｂ 原告による広告�

原告は，原告商品専門のホームページを平成１９年１２月２４日に

立ち上げており（甲１０２），同日から同２１年９月２４日までの同ホ

ームページのアクセス数累計は，携帯電話からで６０４万９２２１件，

パソコンからで３４万５２２８件に達する（甲１０２～１１９）。�

また，原告は，平成２０年１０月以降，毎月１５０万円から２５０

万円程度の宣伝広告費を費やし，雑誌等に広告を掲載している（甲５

５～８２）。�

     ｃ 大手量販店での販売�

原告は，平成２１年４月，大手量販店「ドンキホーテ」において，

原告商品４～６の全国販売を開始した。そして，「ドンキホーテ」道頓

堀店は，全国系列店において最もカラーコンタクトレンズの売上高が

高い店舗であるところ，同店が取扱う８０種以上のカラーコンタクト

レンズの中で，原告商品４～６は販売数１位から３位を独占している

（甲８３）。�

また，原告は，同年８月，「ドンキホーテ」において，本件物件１～

３の全国販売を開始し，これらも若い女性を中心に人気商品となって

いる。�

     ｄ 原告を意識した広告方法�
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被告は，ホームページ及びメールマガジンにおいて，原告の広告方

法を意識した広告を行っている（甲２～５，７～１６，２１～２５，

２７～３０，３３～４４）。�

ｅ 原告を意識した商品名�

原告商品の商品名にはいずれも「キャンディー」という名称が使用

されているところ，被告商品の商品名にはいずれも「ドロップ」とい

う名称が使用されている。「キャンディー」及び「ドロップ」はいずれ

も飴を意味する言葉である。�

ｆ 原告による警告�

原告は，被告がハ号商品の販売を開始した翌日に，被告に対して，

警告を発し，原告商品と被告商品の異同につき説明を求めている。�

ｇ 小括�

以上の各事実からすれば，被告は，原告商品の形態を知り得る立場

にあった。�

なお，他の同種商品（甲５０～５４）と比べても，原告商品と被告

商品の各形態の同一性は明らかであり，両者の同一性が偶然に生ずる

ことはありえない。�

したがって，被告商品は，原告商品の形態を模倣したことは明らか

である。�

(ウ) イ号商品及びロ号商品が原告商品よりも先に開発されたとは認

められないこと�

イ号商品及びロ号商品の開発時期に係る被告の主張は否認する。�

イ号商品及びロ号商品１，３～６につき，乙３７，３８，４０は，そ

の形態の開発が平成２０年１２月２日までにされたことを示す証拠で

はない。�

また，ロ号物件２について，乙３６，３８，４０は，その形態の開発
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が平成２０年７月２２日までにされたことを示す証拠ではない。�

【被告の主張】 

 イ号商品及びロ号商品は，原告商品に依拠して製造されたものではな

い。このことは，以下の事情から明らかである。 

 なお，仮に依拠して製造されたとしても，被告は，インタービア社か

ら商品を購入しただけで善意無重過失であり，不正競争防止法４条の適

用は除外される（同法１９条１項５号）。 

(ア) 原告商品には，他のカラーコンタクトレンズと比較して特徴がな

いこと 

   上記(1)【被告の主張】ア(ア)のとおり，原告商品には，他のカラ

ーコンタクトレンズと比較して特徴がなく，イ号商品及びロ号商品は，

原告商品に依拠して製造された商品ではない。 

  (イ) イ号商品及びロ号商品は原告商品に先立って開発された商品で

あること 

     ａ イ号商品及びロ号商品の開発時期は，以下のとおりである。 

(a) イ号商品及びロ号商品１，３～６は，平成２０年１２月２日に

韓国で製造許可を受け，同日販売開始された（乙３７，３８，４

０）。 

(b) ロ号商品２は，平成２０年７月２２日に韓国で製造許可を受け，

同日販売開始された（乙３６，３８，４０） 

     ｂ ロ号商品は，原告商品４～７の販売開始時期以前に製造許可を受

けており，原告商品４～７に依拠していないことは明らかである。 

       また，イ号商品は，原告商品１～３の販売開始時期の３か月後に

製造許可を受けているが，韓国で製造許可を取るためには，遅くと

も，半年前から開発製造を行っていなければ間に合わない。したが

って，イ号商品についても，原告商品に依拠したとはいえない。 
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(ウ) 被告は，原告商品の販売開始以前から，実質的に同一の商品を販

売していたこと 

    被告は，原告商品の販売開始前から，イ号商品及びロ号商品と形態

が実質的に同一である商品（「でか目 DropEye モンゴル」，「DropEye 

Normal Large」，「DropEye Natural Light」）を販売していた（乙１０

～１３）。 

        したがって，イ号商品及びロ号商品は，原告商品に依拠して製造さ

れたものではない。 

  (3) 争点１－３（ハ号商品の輸入販売について）について 

   ア 争点１－３－１（依拠性）について 

    【原告の主張】 

ハ号商品は，原告商品に依拠して製造されたものである。このことは，

以下の事情から明らかである。 

(ア) ハ号商品１は原告商品４，ハ号商品２は原告商品６とそれぞれ全

く同一又は実質的に同一である。�

�イ� 原告商品が特徴的であること，原告商品へのアクセス及びアクセス

可能性は，上記(2)イ【原告の主張】のとおりである。 

    (ウ) 被告の，ハ号商品がＤｕｅｂａ社の製品であるという主張は否認

する。 

    【被告の主張】  

ハ号商品が原告商品４，６と実質的に同一であることは争わないが，

同商品は原告商品に依拠して製造されたものではない。 

このことは，以下の事情から明らかである。 

   (ア) 被告は，原告が原告商品を発売する以前から，実質的に同一の商

品を販売していたこと 

被告は，Ｄｕｅｂａ社が製造する「ＤＢ－２１」ブラウン，同グレー
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（乙２）を輸入して，平成１８年頃から「DropEye Natural Light」ブ

ラウン，同グレー（乙１３）として販売していたところ，ハ号商品は，

これらの商品をＤｕｅｂａ社がマイナーチェンジした商品である。 

    なお，Ｇ＆Ｇ社とＤｕｅｂａ社はそれぞれ商品を融通しあっており，

Ｄｕｅｂａ社のカタログ（乙２）に載っている「ＤＡ－１」，「ＭＸ－

２１」及び「ＤＢ－２１」は，Ｇ＆Ｇ社でも販売されていた（乙５～７，

２８～３０）。�

    (イ) 原告商品には，他のカラーコンタクトレンズと比較して特徴がな

いこと 

  原告商品には，他のカラーコンタクトレンズと比較して特徴がない

ことは，上記(2)イ【被告の主張】のとおりである。 

   イ 争点１－３－２（ハ号商品の販売に関するＧ＆Ｇ社の許諾の有無）に

ついて 

    【被告の主張】 

  仮に，ハ号商品が，Ｄｕｅｂａ社が「ＤＢ－２１」ブラウン，同グレー

をマイナーチェンジしたものとは認められず，Ｇ＆Ｇ社の製品（原告商品）

に依拠して製造されたものであるとしても，Ｇ＆Ｇ社とＤｕｅｂａ社は実

質的に一体といえる関係にあることから，Ｄｕｅｂａ社，ピア社を介して

のハ号商品の輸入販売には，当然にＧ＆Ｇ社の許諾がある（乙４，８）。   

    【原告の主張】     

 原告商品については，上記(1)【原告の主張】イのとおり，Ｇ＆Ｇ社

から原告が独占的販売権を付与されているのであって，Ｇ＆Ｇ社は他社

に輸入販売を許諾していない。 

     被告は，Ｇ＆Ｇ社は，Ｄｕｅｂａ社がピア社に原告商品と実質的に同

一であるハ号商品を販売することにつき，Ｇ＆Ｇ社とＤｕｅｂａ社との

関係から，当然にＧ＆Ｇ社が同意していたと主張するが，Ｇ＆Ｇ社とＤ
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ｕｅｂａ社は，それぞれが独立して事業を行っており，被告の主張には

理由がない。 

２ 争点２（不正競争防止法２条１項１号該当を理由とする請求）について 

 (1) 争点２－１（原告商品の商品形態の周知商品等表示該当性）について 

【原告の主張】 

ア 商品表示性について 

 (ア) 原告商品は，レンズ直径を１７ｍｍ，虹彩径を１５．５ｍｍとし，

虹彩外径から瞳孔径方向に幅３ｍｍの黒色で縁取り（黒色帯）がされて

いる。�

�イ� また，原告商品は，以下のとおりの模様を有している。�

ａ 原告商品１～３について�

原告商品１～３は，虹彩外径から瞳孔径方向に幅３ｍｍで縁取りさ

れた黒色帯の内径を起点として瞳孔径方向に，黒色と背景色より濃い

色の線様の模様を，それぞれほぼ交互に逆放射状に配している。�

ｂ 原告商品４，６，７について�

原告商品４，６，７は，瞳孔径を起点とし，虹彩径方向に黒色ドッ

トを均等かつ放射状に着色し，虹彩外径から瞳孔径方向に幅３ｍｍで

縁取りされた黒色帯の内径を起点として瞳孔径方向に，略三角形状の

模様が等間隔で配され，その各間隔には線様の柄を配している。�

     ｃ 原告商品５について�

原告商品５は，虹彩外径から瞳孔径方向に幅３ｍｍで縁取りされた

黒色帯の内径を起点として瞳孔径方向に，略三角形状及び線様の模様

を法則性なく配している。�

    �ウ� 原告商品は，上記�ア��イ�に加え，その配色についても商品形態の特

異性が認められ，極めて強い自他識別力がある。�

    �エ� さらに，原告商品４～６は，平成２１年４月以降「ドンキホーテ」
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で販売され，カラーコンタクトレンズ部門で１位から３位まで独占する

などして，店舗で顧客の目につくように紹介されており（甲８３），ま

た，原告商品１～３は，平成２１年８月以降，全国の「ドンキホーテ」

で販売され，人気商品となっている。�

      さらに，原告商品は，原告が運営するホームページや，雑誌等に短期

間に繰り返し広告掲載されてきたものであり（甲９６，５５～８２），

出所表示機能を有している。�

   イ 周知性について�

原告は，原告商品について，専用のホームページで広告販売を行ってお

り，平成１９年１２月２４日から平成２１年９月２４日までの同ホームペ

ージへのアクセス数の累計は，携帯電話からとパソコンからを併せて，６

０４万９２２１件に達する（甲１０２～１１９）。�

また，原告は，平成２０年１１月から平成２１年９月まで，毎月１５０

０万円から２５０万円の費用をかけて，のべ２８回も全国販売の雑誌で広

告をしてきた（甲５５～８２）。�

したがって，被告商品の販売開始時において，原告商品の形態は，全国

の消費者の間で原告の商品を示す表示として周知であった。�

   【被告の主張】�

    不知，否認又は争う。 

  (2) 争点２－２（被告商品と原告商品の商品形態の類似性）について 

【原告の主張】 

 被告商品と原告商品の商品形態が類似することは，上記１(2)ア【原告

の主張】，１(3)ア【原告の主張】のとおりである。 

   【被告の主張】 

    イ号商品，ロ号商品と原告商品の商品形態の類似性については，上記１

(2)ア【被告の主張】のとおり争う。 
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    ハ号商品と原告商品４，６の類似性は争わない。 

(3) 争点２－３（被告商品の輸入販売は，原告商品と混同を生じさせる行

為といえるか）について 

 【原告の主張】 

 原告商品と被告商品の商品形態が類似しているため，需要者である一般

消費者は原告商品と被告商品とを混同するおそれがある。�

 現に，被告商品の販売開始以降，原告に対し，被告商品との異同について

の質問がされたり，安価で販売するようになったのか等の問い合わせがされ

たりしており（甲９３，９４），また，被告商品は，原告商品の安価な代替

品として各種ブログで紹介されるなどしている（甲８４～９２）。�

【被告の主張】�

 不知，否認又は争う。 

(4) 争点２－４（被告は，原告の商品形態が需要者の間に広く認識される

前から，被告商品の商品形態を不正の目的でなく使用していたか）につい

て 【被告の主張】 

  被告は，原告が原告商品の販売を開始するよりも前に，被告商品又はこ

れと実質的に同一である商品（乙１０～１３）を販売していたのであり，

被告商品の商品形態を不正の目的でなく使用していたのであるから，不正

競争防止法４条の適用は除外される（同法１９条１項３号）。 

 【原告の主張】 

  否認又は争う。 

 ３ 争点３（原告の損害）について 

  【原告の主張】 

   被告の不正競争行為による原告の損害は以下のとおりである。 

  (1) 逸失利益 

    被告は，本訴提起までに，被告商品を少なくとも合計３５００個以上販
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売した。被告商品の１個当たりの利益は３５００円である。 

    したがって，被告は本訴提起までに，１２２５万円の利益を上げており，

不正競争防止法５条２項により，同金額が原告の損害と推定される。 

  (2) 信用毀損による損害 

    被告商品の販売により，原告は，多額の費用を費やして築いてきた営業

上の信用を毀損され，その損害は金銭評価すると３００万円を下らない。 

  (3) 弁護士費用 

    原告の弁護士費用としては，１５２万５０００円が相当である。 

  【被告の主張】 

   否認ないし争う。 

第４ 当裁判所の判断 

１ 争点１（不正競争防止法２条１項３号該当を理由とする請求）について 

(1) 原告商品の製造販売に至る経緯 

掲記の各証拠又は弁論の全趣旨によると，原告商品の製造販売に至る経

緯について，以下の事実が認められる。 

ア 原告によるＧ＆Ｇ社商品の購入 

原告は，平成２０年１月１日以降，Ｇ＆Ｇ社から，「ＢＴ０２」，「Ｂ

Ｔ０３」（乙１・１０枚目。以下「Ｇ＆Ｇ社商品①」という。）及び「Ｉ．

ｆａｘ」（乙１・９枚目。以下，「Ｉ．ｆａｘ」のうち「Ｒｉｎｇ」以外

のものを「Ｇ＆Ｇ社商品②」，「Ｒｉｎｇ」を「Ｇ＆Ｇ社商品③」という。）

等を輸入して販売していた（甲１２６・２頁，甲１２９・４頁）。 

イ 原告商品の製造販売に至る経緯 

(ア) 原告代表者Ｐ１は，平成１９年１２月頃，Ｇ＆Ｇ社のＰ２に対し，

女性の目元をより強調することができる，レンズ直径及び虹彩径を大

きくしたカラーコンタクトレンズの製造に関する問い合わせをした

（甲１２６・２頁，甲１２９・５，６頁）。 
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(イ) Ｐ２は，平成２０年１月１６日頃，レンズ直径１４．５ｍｍのレ

ンズに，「ＢＴ０２ｃｏｌｏｒ」（Ｇ＆Ｇ社商品①）の虹彩模様，虹彩

色を施したサンプルを送付し（甲１２９・６頁），同年２月２８日，

レンズ直径１４．５ｍｍのレンズが生産可能である旨回答した（甲１

２４・７枚目，甲１２９・８頁）。そして，虹彩径については，同年

４月１日，レンズ直径は１４．５ｍｍとした上で模様を最大限大きく

する旨回答した（甲１２４・８枚目）。 

(ウ) Ｐ１は，Ｐ２に対し，新たに製造するカラーコンタクトレンズの

虹彩模様等について，以下のとおり指示をした。 

 ａ 同年１月１６日頃，Ｐ２からサンプル品として示された上記レン

ズについて，①黒色の縁取りをより濃くかつ太くすること，②色彩

をより鮮やかにすること等について指示をし（甲１２９・６，７頁），

同年４月２８日以降，さらに③逆放射状の線模様について，虹彩径

内側に長くすること，④太いものと細いものを不規則に設け，また，

短いものを多く配置すること等を指示した（甲１２９・１１～１３

頁）。 

 ｂ また，同年４月２８日以降，新たに「Ｉ．ｆａｘ」（Ｇ＆Ｇ社商

品②，③）の虹彩模様を参考にした上で，Ｇ＆Ｇ社商品②に関して

は，①瞳孔径を線ではなくドットを不規則に配置し，②虹彩模様を

均一で単純なものとするのではなく，虹彩外径から瞳孔径に向けて，

形状や大きさの異なる三角形状の模様を不規則に配置したものを

製造するよう指示した（甲１２９・１２頁）。さらに，Ｇ＆Ｇ社商

品③に関しては，①虹彩模様の内径にまで黒色の模様を施し，②黒

色の濃い部分と薄い部分を巧みに織り交ぜるように指示した（甲１

２９・同頁）。 

(エ) なお，虹彩径の大きさについては，同年４月２１日頃，着色部分
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の直径１４．０ｍｍのレンズが提供され（甲１２４・１６，１７枚目），

その後，Ｐ２は，同年５月１０日に，虹彩径１５．０ｍｍのレンズは

製造できないと回答しており（甲１２９・１３頁），最終的に，着色部

分の直径１４．０ｍｍのレンズが採用されたものと認められる（甲１

２０・最後の頁）。 

ウ Ｐ２は，平成２０年８月２６日，原告にサンプル品を送付し，原告は

これを了とした。 

 (2) 原告商品の形態 

カラーコンタクトレンズは，一般的に，眼球に装着されるために略椀状

の形態を有しており，レンズ表面のうち，瞳孔径の内側及び虹彩径の外側

は無色透明で，虹彩径と瞳孔径との間に模様（虹彩模様），着色（虹彩色）

が施される（弁論の全趣旨，乙１～３）。 

これを前提として，原告商品の形態は，以下のとおりと認められる。 

   ア レンズ直径，虹彩径 

略椀状でのレンズ直径は，１４．５ｍｍと認められる（甲１２０，１

２１）。また，略椀状での虹彩径は，上記(1)イ(エ)のとおり１４．０ｍ

ｍと認められる。 

なお，原告商品を平面状にした場合には，そのレンズ直径は１７ｍｍ，

虹彩径は１５．５ｍｍと認められる（弁論の全趣旨。ただし，以下にお

いて，レンズ直径，虹彩径という語を使用する場合は，特に断らない限

り，略椀状で計測したものをいう。）。 

イ 虹彩色 

    (ア) 原告商品１，４ 茶色 

    (イ) 原告商品２，５ 灰色 

    (ウ) 原告商品３，６ 青色 

    (エ) 原告商品５   無色透明（色なし） 
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   ウ 虹彩模様 

(ア) 虹彩外径に近い部分 

いずれも黒色の縁取り（平面状にした場合，約３ｍｍの幅を有す

る。）がされている（以下，虹彩外径に近い部分の黒色の縁取りを「黒

色帯」という。）。 

    (イ) それ以外の部分 

     ａ 原告商品１～３ 

黒色帯の内径を起点として，瞳孔径に向かって逆放射状に，黒色

又は背景と同色でより濃い色の線模様が不規則に配置されている。 

     ｂ 原告商品４，６，７ 

黒色帯の内径を起点として，瞳孔径に向かって逆放射状に，形状

や大きさが様々である略三角状の模様が不規則でまばらに配置さ

れている。 

また，瞳孔径の外側に，黒色ドット又は細かい線による模様が不

規則でまばらに配置されている。 

     ｃ 原告商品５ 

黒色帯の内径を起点として，瞳孔径に向かって逆放射状に，略三

角形状の模様が不規則に配置され，鋸刃のような形状になっている。 

  (3) Ｇ＆Ｇ社商品①～③の形態 

    上記のとおり，原告は，原告商品に先立って，Ｇ＆Ｇ社から，Ｇ＆Ｇ社

商品①～③を輸入していたところ，これらの商品の形態は以下のとおりで

ある。 

   ア Ｇ＆Ｇ社商品①について 

    (ア) レンズ直径 

      １４．０ｍｍである。 

    (イ) 虹彩色 
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茶色，灰色，水色，青色，緑色，紫色の商品がある。 

    (ウ) 虹彩模様 

 ａ 虹彩外径に近い部分 

黒色帯がある。 

     ｂ それ以外の部分 

黒色帯の内径を起点として，瞳孔径に向かって逆放射状に，黒色

又は背景と同色でより濃い色の線模様が不規則に配置されている。 

   イ Ｇ＆Ｇ社商品②について 

    (ア) レンズ直径 

      １４．０ｍｍである。 

    (イ) 虹彩色 

黒色，青紫色，緑色，茶色の商品がある。 

    (ウ) 虹彩模様 

 ａ 虹彩外径に近い部分 

黒色帯がある。 

     ｂ それ以外の部分 

黒色帯の内径を起点として，瞳孔径に向かって逆放射状に，形状

や大きさが一定の略三角状の模様が規則的に配置されている。 

また，瞳孔径の外側に，瞳孔径の周囲に沿って，細かいドットに

よる模様が規則的に配置されている。 

   ウ Ｇ＆Ｇ社商品③について 

 (ア) レンズ直径 

      １４．０ｍｍである。 

    (イ) 虹彩色 

無色透明である。 

    (ウ) 虹彩模様 
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 ａ 虹彩外径に近い部分 

黒色帯がある。 

     ｂ それ以外の部分 

黒色帯の内径を起点として，瞳孔径に向かって逆放射状に，略三

角形状の模様が不規則に配置され，鋸刃のような形状になっている。 

  (4) 原告商品以前に販売されていたカラーコンタクトレンズの形態 

原告商品の販売開始は，最も早い原告商品１～３で平成２０年１０月１

４日であるところ，同日以前に日本又は韓国で，以下の商品が販売されて

おり，そのほかにも種々の形態のカラーコンタクトレンズが販売されてい

た（乙１～３，弁論の全趣旨）。 

ア 韓国のＢＥＳＣＯＮ社の「ｔｕｔｔｉ Ｃｉｒｃｌｅ」（乙３・８枚

目。以下「ＢＥＳＣＯＮ社商品」という。） 

    (ア) レンズ直径 

必ずしも明らかではないが，同社の他の商品が１４．０，１４．２

ｍｍであることからすれば（乙３），同程度と認めるのが相当である。 

    (イ) 虹彩色 

茶色，灰色，青色，水色，緑色，紫色の虹彩色の商品がある。 

    (ウ) 虹彩模様 

ａ 虹彩外径に近い部分 

黒色帯がある。 

ｂ それ以外の部分 

黒色帯の内径を起点として，瞳孔径に向かって逆放射状に，略三

角状の模様が不規則でまばらに配置されている。 

また，瞳孔径の外側に，黒色ドット又は細かい線による模様が不

規則でまばらに配置されている。 

イ 韓国のＧ＆Ｇ社の「ＢＴⅡ」（「Ｂｌａｃｋ」）（乙１・３枚目。以下「Ｇ
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＆Ｇ社商品④」という。） 

 (ア) レンズ直径 

   １４．０ｍｍである。 

 (イ) 虹彩色 

   灰色，黒色，青色の商品がある。 

 (ウ) 虹彩模様 

  ａ 虹彩外径に近い部分 

    黒色帯がある。 

ｂ それ以外の部分 

黒色帯の内径を起点として，瞳孔径に向かって逆放射状に，略三

角形状の模様が不規則に配置され，鋸刃のような形状になっている。 

  (5) 争点１－１（請求主体性）についての検討 

   ア 不正競争防止法２条１項３号の請求主体 

不正競争防止法２条１項３号は，他人の商品形態を模倣した商品の譲

渡行為等を不正競争行為としているが，その趣旨は，不正競争防止法に

おける事業者間の公正な競争等を確保する（１条）という目的に鑑みれ

ば，開発に時間も費用もかけず，先行投資した他人の商品形態を模倣し

た商品を製造販売して，投資に伴う危険負担を回避して市場に参入しよ

うとすることは公正とはいえないから，そのような行為を不正競争行為

として禁ずることにしたものと解される。そして，同法１９条１項５号

イは，上記不正競争行為について，救済手段を与える期間を商品が最初

に販売された日から３年に限定しており，その趣旨は，商品形態の開発

のために投下した資本，労力について回収を終了し，通常期待し得る利

益をあげた後については，商品の形態を模倣した商品の製造販売行為で

あっても，それが不正競争防止法による規制をもって対処しなければな

らない競争上の不公正を直ちに生じさせるものではないとの考えによ



� ���	��

るものと解される。 

このような規定及び趣旨によれば，同法２条１項３号による保護を受

けるためには，新たな商品形態の開発がされた場合であることが必要で

あり，既に市場に流通している商品の形態と全く同一ではないにせよ，

需要者において，新たな形態と認識させるところのないありふれた形態

に関する違いがあるにすぎない商品については，同号による保護は予定

されていないというべきである。したがって，自身又は他人が開発し，

既に市場に流通している商品の形態に何らかの変更を加えて新たな商

品として販売する者が，同号による保護を受けるのは，当該変更が新た

な商品形態の開発といえる場合に限られ，当該変更前の商品と変更後の

商品の形態が実質的に同一であって，需要者においてこれを新たな形態

の商品として認識し得ないような場合には，当該変更により新たに商品

形態の開発がされたとはいえず，同号による保護は受けられないという

べきである。 

   イ 原告商品１～３について 

(ア) 原告商品１～３は，上記(1)のとおり，Ｇ＆Ｇ社商品①に変更を

加えたものであるところ，原告商品１～３とＧ＆Ｇ社商品①とを比較

すると，以下の共通点及び相違点が認められる。 

     ａ 共通点 

      (a) 虹彩色について 

        いずれも茶色，灰色，青色があり，共通する。 

        なお，Ｐ１は，原告商品１～３の色彩について，Ｇ＆Ｇ社商品

①よりも鮮やかにするよう指示をしているが，仮にそのような差

異があったとしても，それは具体的な商品から認識できるものと

はいえない。 

      (b) 虹彩模様について 
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 いずれも黒色帯を有し，黒色帯の内径を起点とする線模様があ

る。 

黒色帯の内径を起点とする線模様については，いずれも瞳孔径

に向かって逆放射状に，黒色又は背景と同色でより濃い色の線模

様が不規則に配置されている点で，共通する。 

     ｂ 相違点 

      (a) レンズ直径について 

Ｇ＆Ｇ社商品①は１４．０ｍｍであるのに対し，原告商品１～

３は１４．５ｍｍである。 

これに伴って虹彩径についても差異があるといえる。 

      (b) 虹彩模様について 

① 黒色帯については，Ｇ＆Ｇ社商品①と比較して，原告商品１

～３は，黒色帯がより太く強調されている。 

② 黒色帯の内径を起点とする線模様については，Ｇ＆Ｇ社商品

①と比較して，原告商品１～３には虹彩径内側に長いものがあ

り，細くてその数も多いといえる。 

(イ)ａ 上記相違点について検討するに，レンズ直径（及びそれに伴う

虹彩径）については，カラーコンタクトレンズにおいて商品選択の

要素になるにしても，原告商品１～３とＧ＆Ｇ社商品①のレンズ直

径の差異はわずか０．５ｍｍであることからすれば，当該差異は，

需要者が通常の用法に従った使用に際して知覚によって認識でき

るものとはいい難い。また，原告商品１～３の販売開始当時，カラ

ーコンタクトレンズのレンズ直径については，１３．１ｍｍから１

４．８ｍｍまでのものが日本又は韓国で販売されており（乙１～３），

平成２１年には１５．５ｍｍのものも販売されるに至っている（甲

５２）。そうすると，レンズ直径が１４．５ｍｍであることは，他
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の同種商品にもみられるありふれた形態にすぎないというべきで

ある。 

また，原告商品１～３とＧ＆Ｇ社商品①の虹彩径の差異は必ずし

も明らかではないが，レンズ直径の差異が０．５ｍｍであることか

らすれば，虹彩径の差異についても０．５ｍｍ程度であると推認さ

れ（もっとも，原告商品の製造販売の過程からすると，原告商品の

虹彩径（１４．０ｍｍ）は，一般のレンズ直径１４．５ｍｍの商品

の虹彩径より大きめであると推認できるが，原告商品以前の商品の

虹彩径はレンズ直径に比して著しく小さかったとするような事情

も見当たらないことからすれば，虹彩径の差異もわずかなものとい

える。），当該差異は，需要者が通常の用法に従った使用に際して知

覚によって認識できるものとはいい難い。 

なお，原告は，原告商品の宣伝において「着色直径１５．５ｍｍ」，

「日本一デカ目」などとして，その虹彩径（着色直径）の大きさを

強調していることが認められる（甲１，５５～８２）。この点，カ

ラーコンタクトレズの機能特性に照らして，虹彩径（着色直径）の

大きさは商品選択の際の重要な要素となり，商品の宣伝において，

その違いを強調した宣伝を行うことはあり得るが，そのことをもっ

て，虹彩径（着色直径）の０．５ｍｍ程度の差異が，需要者が通常

の用法に従った使用に際して知覚によって認識できることになる

とはいえず，実質的同一性を妨げる事情とはいえない。 

 ｂ さらに，虹彩模様のうち，①黒色帯の太さについても，当該差異

は，需要者が通常の用法に従った使用に際して知覚によって認識で

きるとはいい難い上，原告商品１～３と同様に黒色帯を太く強調す

る形態自体は，他の商品にもみられるありふれた形態である（乙

１・２～４，６，９枚目，乙２・３，４枚目，乙３・７，８，１０
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枚目など）。 

また，②黒色帯の内径を起点とする線模様についても，当該差異

は，需要者が通常の用法に従った使用に際して知覚によって認識で

きるとはいい難い上，上記(ア)ａ(b)の構成を備える他の商品にお

いて，線模様の長さ，太さ，数について種々のものが認められる（乙

１・１０，１１枚目，乙２・３，４枚目，乙３・３，６，９，１０

枚目）。そうすると，原告商品１～３の線模様は，商品を特徴付け

るものではなく，ありふれた形態に過ぎないというべきである。 

(ウ) 以上のとおり，原告商品１～３とＧ＆Ｇ社商品①との形態上の差

異は，いずれも需要者が通常の用法に従った使用に際して知覚によっ

て認識することができないか，又は同種商品にみられるありふれた形

態に関するものにすぎず，両商品の形態は実質的に同一というべきで

ある。 

  したがって，原告商品１～３の形態は，新たに開発されたものとい

うことはできず，不正競争防止法２条１項３号による保護の対象とは

ならないというべきである。 

   ウ 原告商品４，６，７について 

(ア) 原告商品４，６，７については，上記(1)のとおり，Ｇ＆Ｇ社商

品②に変更を加えたものと認められるところ，原告商品４，６，７と

Ｇ＆Ｇ社商品②とを比較すると，以下の共通点及び相違点が認められ

る。 

     ａ 共通点 

      (a) 虹彩色について 

        いずれも茶色，灰色，青色があり，共通する。 

      (b) 虹彩模様について 

 いずれも黒色帯を有し，黒色帯の内径を起点とする模様及び瞳
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孔径の外側に配置された模様がある点で，共通する。 

 また，黒色帯の内径を起点とする模様は，いずれも略三角状で，

瞳孔径に向かって逆放射状に伸びる点で，共通する。 

     ｂ 相違点 

      (a) レンズ直径について 

Ｇ＆Ｇ社商品②は１４．０ｍｍであるのに対し，原告商品４，

６，７は１４．５ｍｍである。 

これに伴って虹彩径についても差異があるといえる。 

      (b) 虹彩模様について 

① 黒色帯の内径を起点とする模様について，Ｇ＆Ｇ社商品②は，

略三角状の数が多く，形状や大きさ，配置が規則的であるのに

対し，原告商品４，６，７は，略三角状の数が少なく，形状や

大きさ，配置が不規則でまばらである。 

② 瞳孔径の外側に配置された模様について，Ｇ＆Ｇ社商品②は，

瞳孔径の周囲に沿って細かいドットによる模様が規則的に配

置されているのに対し，原告商品４，６，７は，黒色ドット又

は細かい線による模様が不規則でまばらに配置されている。 

(イ)ａ そこで相違点について検討するに，レンズ直径及び虹彩径につ

いては，上記イ(イ)ａに検討したとおりである。 

ｂ また，①黒色帯の内径を起点とする模様及び②瞳孔径の外側に配

置された模様については，上記(ア)ａ(b)の構成を備える他の商品

において，その模様の数，形状，大きさ，配置の規則性について種々

のものが認められ（乙１・２，４，７枚目，乙２・３枚目，乙３・

８，１０枚目），原告商品４，６，７と同様の形態のものも存在す

ることが認められる（ＢＥＳＣＯＮ社商品）。 

そうすると，原告商品４，６，７の上記模様は，商品を特徴付け
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るものではなく，ありふれた形態に過ぎないというべきである。 

(ウ) 以上のとおり，原告商品４，６，７とＧ＆Ｇ社商品②との形態上

の差異は，いずれも需要者が通常の用法に従った使用に際して知覚に

よって認識することができないか，又は同種商品にみられるありふれ

た形態に関するものにすぎず，両商品の形態は実質的に同一というべ

きである。 

  したがって，原告商品４，６，７の形態は，新たに開発されたもの

ということはできず，不正競争防止法２条１項３号による保護の対象

とはならないというべきである。 

    (エ) なお，原告商品４，６，７は，ＢＥＳＣＯＮ社商品（乙３・８枚

目）と比較すると，その相違点は，レンズ直径及び虹彩模様のうち黒

色帯内径を起点とする模様の規則性といった点にすぎず，両商品の形

態は，実質的に同一である。したがって，この点においても，原告が，

原告商品４，６，７の商品形態を新たに開発したとはいえない。 

   エ 原告商品５について 

(ア) 原告商品５については，上記(1)のとおり，Ｇ＆Ｇ社商品③に変

更を加えたものと認められるところ，原告商品５とＧ＆Ｇ社商品③と

を比較すると，以下の共通点及び相違点が認められる。 

     ａ 共通点 

      (a) 虹彩色について 

        いずれも無色透明である。 

      (b) 虹彩模様について 

 いずれも黒色帯を有し，黒色帯の内径を起点とする模様がある。 

黒色帯の内径を起点とする模様については，瞳孔径に向かって

逆放射状に，略三角形状の模様が不規則に配置され，鋸刃のよう

な形状になっている。 
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     ｂ 相違点 

      (a) レンズ直径について 

Ｇ＆Ｇ社商品③は１４．０ｍｍであるのに対し，原告商品５は

１４．５ｍｍである（なお，これに伴って虹彩径についても差異

があるといえる。）。 

      (b) 虹彩模様について 

黒色帯の内径を起点とする模様について，Ｇ＆Ｇ社商品③と比

較して，原告商品５は，虹彩模様の内径にまで施され，より強調

されている。 

(イ)ａ そこで相違点について検討するに，レンズ直径及び虹彩径につ

いては，上記イ(イ)ａに検討したとおりである。 

ｂ また，黒色帯の内径を起点とする模様については，当該差異は，

需要者が通常の用法に従った使用に際して知覚によって認識でき

るとはいい難い。また，原告商品５は，瞳孔径（虹彩模様内径）を

小さくすることによって，虹彩模様の範囲を大きくしたものといえ

るところ，原告商品５の販売開始当時，瞳孔径（虹彩模様内径）の

大きさについては種々のものが販売されており（乙１～３），原告

商品５と同様に比較的小さいものも存在することが認められる（乙

３・４，５枚目）。 

  そうすると，原告商品５の上記模様は，商品を特徴付けるもので

はなく，ありふれた形態に過ぎないというべきである。 

    (ウ) 以上のとおり，原告商品５とＧ＆Ｇ社商品③との形態上の差異は，

いずれも需要者が通常の用法に従った使用に際して知覚によって認

識することができないか，又は同種商品にみられるありふれた形態の

違いに過ぎず，両商品の形態は実質的に同一というべきである。 

  したがって，原告商品５の形態は，新たに開発されたものというこ
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とはできず，不正競争防止法２条１項３号による保護の対象とはなら

ないというべきである。 

(エ) なお，原告商品５は，Ｇ＆Ｇ社商品④と比較すると，その相違点

は，レンズ直径及び虹彩模様のうち模様が虹彩模様の内径にまで施さ

れているかといった点にすぎず，両商品の形態は，実質的に同一であ

る。したがって，この点においても，原告が，原告商品５の商品形態

を新たに開発したとはいえない。 

   オ 独占的販売権者についての主張について 

原告は，Ｇ＆Ｇ社から原告商品の日本国内における独占的販売権を与

えられた者として，不正競争防止法２条１項３号の不正競争該当を理由

とする請求主体としての地位を有する旨主張する。 

しかしながら，前述のとおり，原告商品が不正競争防止法２条１項３

号によって保護されるべき形態を有しない以上，仮に，原告が，Ｇ＆Ｇ

社から原告商品の日本国内における独占的販売権を与えられていたと

しても，原告は，不正競争防止法２条１項３号の不正競争該当を理由と

する請求はできない。 

 (6) 小括 

以上によれば，原告の不正競争防止法２条１項３号該当を理由とする請

求は，その余の点について判断するまでもなく，理由がない。      

２ 争点２（不正競争防止法２条１項１号該当を理由とする請求）について 

  (1) 争点２－１（原告商品の商品形態の周知商品等表示該当性）について 

   ア 商品の形態は，本来的には，商品としての機能・効用の発揮や商品の美

観の向上等のために選択されるものであり，商品の出所を表示する目的を

有するものではない。しかし，特定の商品の形態が独自の特徴を有し，か

つ，この形態が長期間継続的かつ独占的に使用されるか，又は短期間でも

強力な宣伝等が伴って使用されることにより，その形態が特定の者の商品
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であることを示す表示であると需要者の間で広く認識されるようになっ

た場合には，当該商品の形態が，不正競争防止法２条１項１号にいう「商

品等表示」として保護されることがあり得ると解される。 

イ そこで検討するに，原告商品の形態は，上記１のとおり，原告が販売

していたＧ＆Ｇ社商品①～③と実質的に同一であるところ，Ｇ＆Ｇ社商

品①～③は，原告に日本国内での独占的販売権が付与されていたわけで

もなく，他社からも販売されていたといえる（なお，Ｇ＆Ｇ社は，平成

２１年１月に，ピアコーポレーション株式会社との間で，同社の製造す

るコンタクトレンズの日本国内における独占的販売権を付与するなど

している。乙４）。 

したがって，原告商品の形態は，日本国内で原告及び他社から既に販

売されていたＧ＆Ｇ社商品①～③と実質的に同一であり，独自の特徴を

有するものではないから，需要者が，原告商品の形態から，これを原告

の商品であると認識することはなく，これを原告の商品等表示というこ

とはできない。原告は，原告商品の店頭での売られ方や，広告宣伝につ

いても主張するが，原告商品の形態に独自の特徴が認められない以上，

これらによって，原告商品の形態が出所識別機能を獲得するに至ったと

解することはできず，原告の主張には理由がない。 

(2) 小括 

したがって，原告商品の形態に商品等表示性があるものと認めることはで

きないから，原告の不正競争防止法２条１項１号該当を理由とする請求は，

その余の点について判断するまでもなく，理由がない。 

 ３ 結語 

   以上のとおり，原告の請求にはすべて理由がないから，主文のとおり判決

する。 

 



� ������

�

    大阪地方裁判所第２１民事部 

 

裁判長裁判官    谷     有  恒 

 

 

裁判官    松  川  充  康 

 

 

裁判官    網  田  圭  亮�

 

 

 �


